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５ 特定求職者雇用開発助成金 

高年齢者や障害者などの就職が特に困難な者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業

者等の紹介により、継続して雇用する労働者等として雇い入れる事業主に対して助成するも

のであり、これらの方の雇用機会の増大および雇用の安定を図ることを目的としています。 

本助成金は次の５つのコースに分けられます。 

Ⅰ 高年齢者（６０歳以上）や障害者などの就職が特に困難な者を雇い入れることに対し

て助成を行う「特定就職困難者コース」 

Ⅱ 発達障害者または難病患者を雇い入れることに対して助成を行う「発達障害者・難治

性疾患患者雇用開発コース」 

Ⅲ 正規雇用の機会を逃したこと等により、十分なキャリア形成がなされなかったために、

正規雇用労働者としての就業が困難な者を正規雇用労働者として雇い入れることに対し

て助成を行う「就職氷河期世代安定雇用実現コース」 

Ⅳ 生活保護受給者等を雇い入れることに対して助成を行う「生活保護受給者等雇用開発コ

ース」 

Ⅴ Ⅰ～Ⅵのいずれかに該当する事業主が成長分野等の業務に従事させる事業主である場

合の「成長分野等人材確保・育成コース」 

 

Ⅰ 特定就職困難者コース 

高年齢者（６０歳以上）や障害者などの就職が特に困難な者を、ハローワークまたは民間の職業紹介事業

者等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して助成するもので、これらの方

の雇用機会の増大および雇用の安定を図ることを目的としています。 

 

対象となる措置 

本助成金は、下記の「対象となる事業主」に該当する事業主が、次の１の対象労働者を２の条件により雇い

入れた場合に受給することができます。 

１ 対象労働者 

本助成金における「対象労働者」は、次の（１）または（２）に該当する求職者（（１）①を除き、雇入

れ日現在において満６５歳未満の者に限る）です。 

（１）重度障害者等以外の者 

次の①～⑮のいずれかに該当する者（次の（２）に該当する者を除く）であって、以下の２（１）の

紹介を受けた日に雇用保険被保険者でない者（失業等の状態にある者） 

① ６０歳以上の者 

② 身体障害者 

③ 知的障害者 

④ 母子家庭の母等 

⑤ 父子家庭の父（児童扶養手当を受けている者に限る） 

⑥ 中国残留邦人等永住帰国者 

⑦ 北朝鮮帰国被害者等 

⑧ 認定駐留軍関係離職者（４５歳以上の者に限る） 
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⑨ 沖縄失業者求職手帳所持者（４５歳以上の者に限る） 

⑩ 漁業離職者求職手帳所持者（「国際協定の締結等に伴う漁業離職者に関する臨時措置法」によるも

の）（４５歳以上の者に限る） 

⑪ 手帳所持者である漁業離職者等（４５歳以上の者に限る） 

⑫ 一般旅客定期航路事業等離職者求職手帳所持者（４５歳以上の者に限る） 

⑬ 認定港湾運送事業離職者（４５歳以上の者に限る） 

⑭ アイヌの人々（※１）（北海道に居住している者で、４５歳以上の者であり、かつ、ハローワークま

たは地方運輸局の紹介による場合に限る） 

※１ 「人権教育のための国連１０年」に関する国内行動計画（平成９年７月公表）に用いられている用語 

⑮ ウクライナ避難民 

（２）重度障害者等 

次の①～⑤のいずれかに該当する者。短時間労働者以外の労働者として雇い入れる場合には、以下の

２（１）の紹介を受けた日に雇用保険被保険者（在職者）であっても対象労働者となります。 

① 重度身体障害者 

② 身体障害者のうち４５歳以上の者 

③ 重度知的障害者 

④ 知的障害者のうち４５歳以上の者 

⑤ 精神障害者 

２ 雇入れの条件 

対象労働者を次の（１）および（２）の条件によって雇い入れること 

（１）ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等（※２）の紹介により雇い入れること 

※２ 具体的には次の機関が該当します。 

① 公共職業安定所（ハローワーク） 

② 地方運輸局（船員として雇い入れる場合） 

③ 適正な運用を期すことのできる有料･無料職業紹介事業者等 

特定地方公共団体、厚生労働大臣の許可を受けた有料･無料職業紹介事業者、届出を行った無料職業紹介事

業者、または無料船員職業紹介事業者（船員として雇い入れる場合）のうち、本助成金に係る取扱いを行うに

あたって、厚生労働省職業安定局長の定める基準を満たす職業紹介事業者等 

（２）雇用保険の一般被保険者として雇い入れ、継続して雇用することが雇入れ時点で確実（※３）である

と認められること 

※３ 対象労働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して２年以上（重度

障害者等を短時間労働者以外として雇い入れる場合にあっては３年以上）であることをいいます。 

 

注意  １ 次の（１）～（７）のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。 

（１）対象労働者と当該対象労働者を雇い入れる事業主（以下「雇入れ事業主」という）との間

で、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介を受ける前から雇入れに向けた選

考を開始していた場合 

（２）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主との関係において、次

のいずれかに該当する場合 

① 雇入れ事業主と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、委任

の関係により当該雇入れ事業主において就労したことがある場合 
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② 雇入れ事業主において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合 

（３）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主の事業所で職場適応訓

練（短期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合 

（４）対象労働者の雇入れ日の前日から過去１年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係にあ

った事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させたこ

とがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実習等を

行っていた事業主（以下このコースにおいて「関係事業主」という）と同一の事業主が雇い入

れる場合または資本的・経済的・組織的関連性等からみて関係事業主と密接な関係にある事業

主が当該対象労働者を雇い入れる場合 

（５） 対象労働者が、雇入れ事業所の事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以

内の血族および姻族）である場合 

（６）対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条件

とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益また

は違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申し出があっ

た場合 

（７）支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金が、支払期日までに支払われていない場

合 

２ 支給対象期（下記「支給額」の１を参照）の途中で対象労働者が離職した場合は、当該支給対

象期について原則不支給となります（※４）。また、当該支給対象期に係る支給決定までの間に、

当該対象労働者を事業主都合により離職（解雇、勧奨退職、事業縮小や賃金大幅低下、事業所移

転等による正当理由自己都合離職等）させた場合も、当該支給対象期については不支給となりま

す。 

※４ 対象労働者の責めに帰すべき理由による解雇、対象労働者の死亡、天災その他やむを得ない理由による解雇

の場合は、支給される可能性があります。 

 

対象となる事業主 

本助成金を受給する事業主は、「各雇用関係助成金に共通の要件等」（本パンフレット７～１０ページ）のＡ

の要件に該当するとともに、Ｂの要件に該当していないことが必要です。 

そのうち特に次の点に留意してください。 

１ 上記「対象となる措置」の各要件を満たして雇い入れた対象労働者の出勤状況および支払い状況等を明

らかにする書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を整備・保管し、労働局等から提出を求められた場

合にそれに応じること。 

 

注意  次のいずれかに該当する事業主は支給対象となりません。なお、４・５の要件（離職割合要件）の算

出方法具体例等については、本パンフレット８４～８５ページ（参考）をご参照ください。 

１ 対象労働者の雇入れの日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間

（以下「基準期間」という）に、雇入れ事業主が、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険

被保険者（短期雇用特例被保険者および日雇労働被保険者を除く。以下同様）を事業主都合によ

って解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合 
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２ 対象労働者の雇入れの日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の支

給決定がなされた者（※５）を、支給申請日の前日から過去３年間に、その助成対象期間中に事

業主都合によって解雇・雇止め等（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

※５ 特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）の支給決定がなされた者（対象労働者種別

が特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）と同一である場合に限る）を含みます（以下４、５に

おいて同じ）。 

３ 基準期間に、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険被保険者で、特定受給資格者となる

離職理由（※６）により離職した者として受給資格決定が行われた者が、当該雇入れ日における

雇用保険被保険者数の６％を超えて、かつ４人以上いた場合 

※６ 雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Ａ（解雇等）または３Ａ（勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅

低下等による正当理由自己都合離職等）に該当する離職理由をいいます。 

４ 対象労働者の雇入れ日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の支給

決定がなされた者（就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇い入れられた者に限る）

のうち、雇入れ日から起算して１年を経過する日（以下「確認日Ａ」という）が基準期間内にあ

る者が５人以上いる場合であって、それらの者が、確認日Ａの時点で離職（※７）している割合

が２５％を超えている場合（※８） 

※７ ｢離職」には、雇用保険被保険者資格の喪失原因が「１」である者（対象労働者の死亡など）は含まれず、原

則、理由を問わず、すべての離職を含みます。ただし、以下に該当する者は除きます（以下５において同じ）。 

・ 雇用保険被保険者資格の喪失原因が「２」（対象労働者の死亡、事業主都合による離職等以外の者）で

ある者のうち、天災その他やむを得ない理由によって事業の継続が不可能となったことによる解雇などの

離職理由により離職した者 

・ 同一事業所に継続して２年以上（助成対象期間が３年以上の者にあっては３年以上）雇用され、かつ、

６５歳以上の年齢で離職した者 

・ 就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇用されていた者であって、離職理由がＡ型事業所の

支援を受けたことによる一般就労への移行（就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇用される

場合を除く）である者 

※８ 本要件は対象労働者が就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇い入れられた場合のみ適用されま

す（以下５において同じ）。 

５ 対象労働者の雇入れ日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース）の支給

決定がなされた者（就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇い入れられた者に限る）

のうち、助成対象期間（※９）の末日の翌日から起算して１年を経過する日（以下「確認日Ｂ」

という）が基準期間内にある者が５人以上いる場合であって、それらの者が、確認日Ｂ（※10）

の時点で離職している割合が２５％を超えている場合 

※９ 助成対象期間の途中で離職した場合も、雇入れ時に定められた助成対象期間とします。 

※10 助成対象期間が３年の者の場合は、確認日Ｂを「助成対象期間の末日の翌日」とします。 

６ 高年齢者雇用安定法第１０条第２項または同法第１０条の３第２項に基づく勧告を受け、支給

申請日までにその是正がなされていない場合 

７ 障害者総合支援法第４９条第１項もしくは第２項に基づく勧告、または、同法第５０条第１項

に基づく指定の取り消し、その指定の全部もしくは一部の効力の停止を受け、支給申請日までに

その是正がなされていない場合（※11） 

※11 本不支給要件は、対象労働者が就労継続支援A型事業所のサービス利用者として雇い入れられた場合にのみ
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適用されます。 

 

支給額 

１ 助成対象期間と支給対象期 

（１）本助成金は、対象労働者の雇入れに係る日（※12）から起算した下表の「助成対象期間」に示す期間

を対象として助成が行われます。 

※12 賃金締切日が定められている場合は「雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日」、賃金締切日に雇い入れられた場

合は「雇入れの日の翌日」、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は「雇入れの日」から起算します。「支給対

象期」についても同様です。 

（２）本助成金は、この助成対象期間を６か月単位で区分した「支給対象期」（第１期～第６期）ごとに、最

大２～６回にわたって支給されます。 

２ 支給額 

（１）本助成金は、対象労働者の類型と企業規模に応じて１人あたり下表の額が支給されます。 

 対象労働者 支給額 助成対象期間 支給対象期ごとの支給額 

短 

時 

間 

労 

働 

者 

以 

外 

① ②・③を除く者（上記「対象

となる措置」の１(1)①・④～

⑮に該当する者） 

６０万円 

〔５０万円〕 

１年 

〔１年〕 

３０万円 × ２期 

〔２５万円 × ２期〕 

② 重度障害者等を除く身体・知的

障害者（上記「対象となる措置」

の１(1)②～③に該当する者） 

１２０万円 

〔５０万円〕 

２年 

〔１年〕 

３０万円 × ４期 

〔２５万円 × ２期〕 

③ 重度障害者等（上記「対象とな

る措置」の1(2)に該当する者） 

２４０万円 

〔１００万円〕 

３年 

〔１年６か月〕 

４０万円 × ６期 

〔３３万円※× ３期〕 

※第３期の支給額は３４万円 

短 

時 

間 

労 

働 

者 

(※13)  

④ ⑤を除く者（上記「対象となる 

  措置」の１(1)①・④～⑮に該当 

 する者）  

４０万円 

〔３０万円〕 

１年 

〔１年〕 

２０万円 × ２期 

〔１５万円 × ２期〕 

⑤ 重度障害者等を含む身体・知

的・精神障害者（上記「対象と

なる措置」の１(1)②、③および

(2)に該当する者） 

８０万円 

〔３０万円〕 

２年 

〔１年〕 

２０万円 × ４期 

〔１５万円 × ２期〕 

注〔 〕内は中小企業以外に対する支給額および助成対象期間です。（中小企業の範囲については「各雇用関係助成金

に共通の要件等」のＣを参照） 

※13 「短時間労働者」とは、一週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満である者をいいます。 

（２）ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った

賃金額を上限とします（※14）。 

※14 短時間労働者であって、実際に支払った賃金が助成額（中小企業向け）を下回っている場合（最低賃金の減額

特例を受けている者を除く）、助成金は支給されません。 

（３）雇入れ事業主が、支給対象者について最低賃金法第７条の最低賃金の減額の特例の許可を受けている

場合は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った賃金に次の助成率を乗じた額

（表の支給対象期ごとの支給額を上限とする）となります。 

【助成率】 ① 対象労働者の①・②・④・⑤に該当する者の場合  １／３〔中小企業以外１／４〕 
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② 対象労働者の③に該当する者の場合        １／２〔中小企業以外１／３〕 

（４）所定労働時間より著しく実労働時間が短い場合や短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最

低賃金×３０時間］を下回っている場合は、支給額が減額される場合や支給がされない場合があります（※

15）。また、対象労働者が支給対象期（第１期）の初日から１か月以内に離職した場合には本助成金は支給

されません。 

※15 短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最低賃金×３０時間］を下回る場合は、月ごとの平均実労

働時間により支給額を算定して支給されます。 

 

受給手続 

本助成金を受給しようとする事業主は、支給対象期ごとに、それぞれの支給対象期の末日の翌日から起算して

２か月以内（以下「支給申請期間」という）に、支給申請書に必要な書類を添えて（※16）、管轄の労働局（※17）

へ支給申請してください（オンラインによる申請（※18）も可能です）。 

支給申請期間の末日が申請期限となりますので、この日を過ぎると、原則として当該申請期限に係る支給対象

期については支給を受けることができませんので注意してください。 

※16 申請書等の用紙やこれに添付すべき書類については、労働局へお問い合わせください。 

※17 申請書等の提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。 

※18 詳しくは「特定求職者雇用開発助成金の電子申請」ホームページ（下記URL）を参照してください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00037.html 

 

利用にあたっての注意点 

１ 本助成金の支給申請から支給決定までの間および支給終了後において、総勘定元帳等の帳簿の提示を求

めることがあります。 

２ そのほか本助成金の受給にあたっては、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＤ,Ｅ,Ｆ,Ｈにご留意く

ださい。 

３ 本助成金の要件や手続き等の詳細については、最寄りの労働局またはハローワークへお問い合わせくだ

さい。なお、助成金ごとに窓口が異なる場合がありますので、下記の問い合わせ先をご参照ください。 

（URL:https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/toiawase.html） 
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Ⅱ 発達障害者・難治性疾患患者雇用開発コース 

発達障害者または難病患者をハローワークまたは民間の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する

労働者として雇い入れる事業主に対して助成するもので、発達障害者や難病患者の雇用を促進し職業生活上の

課題を把握することを目的としています。 

事業主には、雇い入れた者に対する配慮事項等について報告をしていただきます。 

また、雇入れから約６か月後にハローワーク職員等が職場訪問を行います。 

 

対象となる措置 

本助成金は、下記の「対象となる事業主」に該当する事業主が、次の１の対象労働者を２の条件により雇い

入れるとともに、３の措置を実施した場合に受給することができます。 

１ 対象労働者 

本助成金における「対象労働者」は、次の（１）または（２）に該当する求職者（※１）（雇入れ日現在

において満６５歳未満の者に限る）であって、以下の２（１）の紹介を受けた日に雇用保険被保険者でな

い者（失業等の状態にある者）です。 

※１ 障害者雇用促進法第２条第２号に規定する身体障害者、同条第４号に規定する知的障害者または同条第６号に

規定する精神障害者である者は除きます。  

（１）発達障害者支援法第２条に規定する発達障害者 

（２）障害者総合支援法施行令第１条に基づき、厚生労働大臣が定める特殊の疾病(難病)にかかっている者 

 ※対象となる疾病は下記URLを参照してください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/shougaishahukushi/hani/index.html  

２ 雇入れの条件 

対象労働者を次の（１）および（２）の条件によって雇い入れること 

（１）ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等（※２）の紹介により雇い入れること 

※２ 具体的には次の機関が該当します。 

① 公共職業安定所（ハローワーク） 

② 地方運輸局（船員として雇い入れる場合） 

③ 適正な運用を期すことのできる有料･無料職業紹介事業者等 

特定地方公共団体、厚生労働大臣の許可を受けた有料･無料職業紹介事業者、届出を行った無料職業紹介事

業者、または無料船員職業紹介事業者（船員として雇い入れる場合）のうち、本助成金に係る取扱いを行う

にあたって、厚生労働省職業安定局長の定める基準を満たす職業紹介事業者等 

（２）雇用保険の一般被保険者として雇い入れ、継続して雇用することが雇入れ時点で確実（※３）である

と認められること 

※３ 対象労働者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して２年以上である

ことをいいます。 

 

注意  １ 次の（１）から（７）のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。 

（１）対象労働者と当該対象労働者を雇い入れる事業主（以下「雇入れ事業主」という）との間

で、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介を受ける前から雇入れに向けた選

考を開始していた場合 

（２）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主との関係において、次
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のいずれかに該当する場合 

① 雇入れ事業主と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、委任

の関係により当該雇入れ事業主において就労したことがある場合 

② 雇入れ事業主において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合 

（３）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主の事業所で職場適応訓

練（短期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合 

（４）対象労働者の雇入れ日の前日から過去１年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係にあ

った事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させたこ

とがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実習等を

行っていた事業主（以下この（４）において「関係事業主」という）と同一の事業主が雇い入

れる場合または資本的・経済的・組織的関連性等からみて関係事業主と密接な関係にある事業

主が当該対象労働者を雇い入れる場合 

（５）対象労働者が、雇入れ事業所の事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以

内の血族および姻族）である場合 

（６）対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条件

とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益また

は違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申出があった

場合 

（７）支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金が、支払期日までに支払われていない場

合 

２ 支給対象期（下記「支給額」の１参照）の途中で対象労働者を雇用しなくなった場合（対象労働

者の責めに帰すべき理由による解雇、対象労働者の死亡（※４）、天災その他やむを得ない理由によ

り事業の継続が不可能となったことによる解雇を除く）は、当該支給対象期については不支給とな

ります。 

※４ 事業主の責めに帰すべき理由による場合は除きます。 

３ 対象労働者の雇用状況の報告 

対象労働者の雇用の状況などその雇用管理に関する事項について、「特定求職者雇用開発助成金（発達障

害者・難治性疾患患者雇用開発コース）雇用管理事項報告書」により第１期支給申請にあわせて管轄の労

働局に報告すること 

 

対象となる事業主 

本助成金を受給する事業主は、「各雇用関係助成金に共通の要件等」（本パンフレット７～１０ページ）のＡ

の要件に該当するとともに、Ｂの要件に該当していないことが必要です。 

そのうち特に次の点に留意してください。 

１ 上記「対象となる措置」の各要件を満たして雇い入れた対象労働者の出勤状況や支払状況等を明らかに

する書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を整備・保管し、労働局等から提出を求められた場合にそ

れに応じること 

 

注意  次のいずれかに該当する事業主は支給対象となりません。 

１ 対象労働者の雇入れの日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間

（以下「基準期間」という）に、雇入れ事業主が、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険
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被保険者（短期雇用特例被保険者および日雇労働被保険者を除く。以下同様）を事業主都合によ

って解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

２ 対象労働者の雇入れの日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（発達障害者・難治性疾患患者

雇用開発コース）の支給決定がなされた者を、支給申請日の前日から過去３年間に、その助成対

象期間中に事業主都合によって解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

３ 基準期間に、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険被保険者で、特定受給資格者となる

離職理由（※５）により離職した者として受給資格決定が行われた者が、当該雇入れ日における

雇用保険被保険者数の６％を超えて、かつ、４人以上いた場合 

※５ 雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Ａ（解雇等）または３Ａ（勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅

低下等による正当理由自己都合離職等）に該当する離職理由をいいます。 

４ 高年齢者雇用安定法第１０条第２項または同法第１０条の３第２項に基づく勧告を受け、支給

申請日までにその是正がなされていない場合 

５ 障害者総合支援法第４９条第１項もしくは第２項に基づく勧告、または、同法第５０条第１項

に基づく指定の取り消し、その指定の全部もしくは一部の効力の停止を受け、支給申請日までに

その是正がなされていない場合 

 

支給額 

１ 助成対象期間と支給対象期 

（１）本助成金は、対象労働者の雇入れに係る日（※６）から起算した下表の「助成対象期間」に示す期間

を対象として助成が行われます。 

※６ 賃金締切日が定められている場合は「雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日」、賃金締切日に雇い入れられた場

合は「雇入れの日の翌日」、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は「雇入れの日」から起算します。「支給対

象期」についても同様です。 

（２）本助成金は、この助成対象期間を６か月単位で区分した「支給対象期」（第１期～第４期）ごとに、最

大２～４回にわたって支給されます。 
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２ 支給額 

（１）本助成金は、対象労働者の類型と企業規模に応じて１人あたり下表の額が支給されます。 

対象労働者 企業規模 支給額 助成対象期間 支給対象期ごとの支給額 

短時間労働者 

以外の者 

中小企業 

（※７） 
１２０万円 ２年間 

第１期 ３０万円 

第２期 ３０万円 

第３期 ３０万円 

第４期 ３０万円 

中小企業以外 ５０万円 １年間 
第１期 ２５万円 

第２期 ２５万円 

短時間労働者 

（※８） 

中小企業 ８０万円 ２年間 

第１期 ２０万円 

第２期 ２０万円 

第３期 ２０万円 

第４期 ２０万円 

中小企業以外 ３０万円 １年間 
第１期 １５万円 

第２期 １５万円 

※７ 「中小企業」の範囲については、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＣを参照してください。 

※８ 「短時間労働者」とは、１週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満である者をいいます。 

（２）ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った

賃金額を上限とします（※９）。 

※９ 短時間労働者であって、実際に支払った賃金が助成額（中小向け）を下回っている場合（最低賃金の減額特例

を受けている者を除く）、助成金は支給されません。 

（３）雇入れ事業主が、支給対象者について最低賃金法第７条の最低賃金の減額の特例の許可を受けている

場合は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った賃金に次の助成率を乗じた額

（表の支給対象期ごとの支給額を上限とします）となります。 

【助成率】 中小企業１／３（中小企業以外１／４） 

（４）所定労働時間より著しく実労働時間が短い場合や短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が

［最低賃金×３０時間］を下回っている場合には、支給額が減額される場合や支給されないことがあり

ます（※10）。また、対象労働者が支給対象期（第１期）の初日から１か月以内に離職した場合には本助

成金は支給されません。 

 ※10 短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最低賃金×週３０時間］を下回る場合は、月ごとの平均

実労働時間により支給額を算定します。 

 

受給手続 

本助成金を受給しようとする事業主は、支給対象期ごとに、それぞれ支給対象期の末日の翌日から起算して

２か月以内（以下「支給申請期間」という）に、必要な書類を添えて（※11）、管轄の労働局（※12）へ支給申

請してください（オンラインによる申請（※13）も可能です）。 

支給申請期間の末日が申請期限となりますので、この日を過ぎると、原則として当該申請期限に係る支給対

象期については支給を受けることができませんので注意してください。 

※11 申請書等の用紙やこれに添付すべき書類については、労働局へお問い合わせください。 

※12 申請書等の提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。 

※13 詳しくは「特定求職者雇用開発助成金の電子申請」ホームページ（下記URL）を参照してください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00037.html 
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（参考）受給手続の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用にあたっての注意点 

１ 本助成金の支給申請から支給決定までの間および支給終了後において、総勘定元帳等の帳簿の提示を求

めることがあります。 

２ そのほか本助成金の受給にあたっては、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＤ,Ｅ,Ｆにご留意くださ

い。 

３ 本助成金の要件や手続き等の詳細については、最寄りの労働局またはハローワークへお問い合わせくだ

さい。なお、助成金ごとに窓口が異なる場合がありますので、下記の問い合わせ先をご参照ください。 

（URL:https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/toiawase.html） 

 

【例：労働者を雇い入れた日が4月1日の場合】 

雇
入
れ
日 

支給対象期（第１期） 

支給申請期間（第１期） 

10 月 16 日～12 月 15 日 

支給申請期間（第２期） 

4 月 16 日～6 月 15 日 

賃
金
締
切
日 

10/15 4/1 

4/15 

10/16 12/15 

4/15 

6/15 ２か月 ２か月 

６か月 ６か月 

起
算
日 

4/16 

支給対象期（第２期） 

金融機関 

ハローワーク 

対
象
労
働
者 

③雇入れ 

ハローワークまたは民間の職業

紹介事業者等 

②紹介 

②紹介 

助成金の支給 

国
庫
金
の
振
込 

⑤
・
⑦
支
給
決
定
の
通
知 

⑥
第
二
～
四
期
分
の
支
給
申
請 

（
第
二
期
・
第
三
期
・
第
四
期
の
経
過
後
２
か
月
以
内
） 

④
第
一
期
分
の
支
給
申
請 

（
起
算
日
よ
り
６
か
月
経
過
し
た
後
２
か
月
以
内
） 

①求職申込み 

労働局 

事業主 

※事業所の所在地によって申請先が労働局か 

ハローワークかは異なります。 
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Ⅲ 就職氷河期世代安定雇用実現コース 

いわゆる就職氷河期に就職の機会を逃したこと等により、十分なキャリア形成がなされなかったために、正

規雇用労働者としての就業が困難な者（以下「就職氷河期世代長期不安定雇用者」という）を、ハローワークま

たは民間の職業紹介事業者等の紹介により、正規雇用労働者として雇い入れる事業主に対して助成するもので、

就職氷河期世代長期不安定雇用者の正規雇用労働者としての就職支援を目的としています。 

 

対象となる措置 

本助成金は、下記の「対象となる事業主」に該当する事業主が、次の１の労働者を２の条件により雇い入れ

た場合に受給することができます。 

１ 対象労働者 

本助成金における「対象労働者」は、次の（１）～（５）のすべてに該当する求職者です。 

（１）1968年（昭和43年）4月 2日～1988（昭和63年）4月 1日までの間に生まれた者 

（２）雇入れ日前直近５年間に正規雇用労働者として雇用された期間（自営業者等であって、正規雇用労働

者と同等以上の職業能力が必要と考えられる職業に従事していた期間を含む。以下同じ）を通算した期

間が１年以下である者（ただし、過去に正規雇用労働者として雇用された期間がある者であって、婚

姻、妊娠、出産または育児を理由とした離職により、雇入れの日の前日から起算して過去５年間に正規

雇用労働者として雇用された期間を通算した期間が１年以下であるものを除く） 

（３）雇入れの日の前日から起算して過去１年間に正規雇用労働者として雇用された期間がない者または雇

入れの日の前日から起算して過去１年間に正規雇用労働者として雇用された期間があって、対象者の責

めに帰すべき理由以外の理由により、当該正規雇用労働者として雇用された事業所を離職した者 

（４）下記２（１）の紹介の時点で失業の状態にある者または安定した職業に就いていない者（非正規雇用

労働者等）であって、ハローワークや職業紹介事業者等において、個別支援等の就労に向けた支援を受

けている者 

（５）正規雇用労働者として雇用されることを希望している者 

２ 雇入れの条件 

対象労働者を次の（１）と（２）の条件によって雇い入れること 

（１）ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等（※１）の紹介により雇い入れること 

※１ 具体的には次の機関が該当します。 

① ハローワーク 

② 地方運輸局（船員として雇い入れる場合） 

③ 適正な運用を期すことのできる有料･無料職業紹介事業者等 

特定地方公共団体、厚生労働大臣の許可を受けた有料･無料職業紹介事業者、届出を行った無料職業紹介事

業者、または無料船員職業紹介事業者（船員として雇い入れる場合）のうち、本助成金に係る取扱いを行うに

あたって、厚生労働省職業安定局長の定める基準を満たす職業紹介事業者等 

（２）次の①～③までのいずれにも該当する者（正規雇用労働者※２）、かつ、雇用保険一般被保険者（※

３）として雇い入れること 

※２ 正規雇用労働者について、就業規則等に規定されている必要があります。 

※３ 一週間の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満である短時間労働者を除きます。 

① 期間の定めのない労働契約を締結している労働者であること 

② 所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者の所定労働時間（週３０時間以上）と同じ
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労働者であること（ただし、短時間正社員の場合は、通常の労働者の所定労働時間と同じである必要

はありません） 

③ 同一の事業主に雇用される通常の労働者に適用される就業規則等に規定する賃金の算定方法および

支給形態、賞与、退職金、休日、定期的な昇給や昇格の有無等の労働条件について長期雇用を前提と

した待遇が適用されている労働者であること 

 

注意  １ 次の（１）～（７）のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。 

（１）対象労働者と当該対象労働者を雇い入れる事業主（以下「雇入れ事業主」という）との間

で、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介を受ける前から雇入れに向けた選

考を開始していた場合 

（２）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主との関係において、次

のいずれかに該当する場合 

① 雇入れ事業主と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、委任

の関係により当該雇入れ事業主において就労したことがある場合 

② 雇入れ事業主において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合 

（３）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主の事業所で職場適応訓

練（短期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合 

（４）対象労働者の雇入れ日の前日から過去１年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係にあ

った事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させたこ

とがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実習等を

行っていた事業主（以下このコースにおいて「関係事業主」という）と同一の事業主が雇い入

れる場合または資本的・経済的・組織的関連性等からみて関係事業主と密接な関係にある事業

主が当該対象労働者を雇い入れる場合 

（５） 対象労働者が、雇入れ事業主の代表者または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以

内の血族および姻族）である場合 

（６）対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条件

とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益また

は違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申し出があっ

た場合 

（７）支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金が、支払期日までに支払われていない場

合 

２ 支給対象期（下記「支給額」の１参照）の途中で対象労働者が離職した場合は、当該支給対象

期について原則不支給となります（※４）。 

※４ 対象労働者の責めに帰すべき理由による解雇、対象労働者の死亡、天災その他やむを得ない理由による解雇

の場合は、支給される可能性があります。 

 

対象となる事業主 

本助成金を受給する事業主は、「各雇用関係助成金に共通の要件等」（本パンフレット７～１０ページ）のＡ

の要件に該当するとともに、Ｂの要件に該当していないことが必要です。 

特に、上記「対象となる措置」の各要件を満たして雇い入れた対象労働者の出勤状況および支払い状況等を

明らかにする書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を整備・保管し、労働局等から提出を求められた場合
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にそれに応じることが必要となることにご留意ください。 

 

注意  次のいずれかに該当する事業主は支給対象となりません。 

１ 対象労働者の雇入れの日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間

（以下「基準期間」という）に、雇入れ事業主が、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険

被保険者（短期雇用特例被保険者および日雇労働被保険者を除く。以下同様）を事業主都合によ

って解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

２ 対象労働者の雇入れの日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現

コース）の支給決定がなされた者（※５）を、支給申請日の前日から過去３年間に、その助成対

象期間中に事業主都合によって解雇等（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

※５ 特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）の支給決定がなされた者（対象労働者種別

が特定求職者雇用開発助成金（就職氷河期世代安定雇用実現コース）と同一である場合に限る）を含みま 

す。 

３ 基準期間に、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険被保険者で、特定受給資格者となる

離職理由（※６）により離職した者として受給資格決定が行われた者が、当該雇入れ日における

雇用保険被保険者数の６％を超えて、かつ４人以上いた場合 

※６ 雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Ａ（解雇等）または３Ａ（勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅

低下等による正当理由自己都合離職等）に該当する離職理由をいいます。 

４ 高年齢者雇用安定法第１０条第２項または同法第１０条の３第２項に基づく勧告を受け、支給申

請日までにその是正がなされていない場合 

 

支給額 

１ 助成対象期間と支給対象期 

（１）本助成金は、対象労働者の雇入れに係る日（※７）から起算して１年間（以下「助成対象期間」とい

う）に示す期間を対象として助成が行われます。 

※７ 賃金締切日が定められている場合は「雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日」、賃金締切日に雇い入れられた場

合は「雇入れの日の翌日」、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は「雇入れの日」から起算します。「支給対

象期」についても同様です。 

（２）本助成金は、この助成対象期間を６か月単位で区分した「支給対象期」（第１期～第２期）ごとに、最

大２回にわたって支給されます。 

２ 支給額 

（１）本助成金は、企業規模に応じて１人あたり下表の額が支給されます。 

支給額 助成対象期間 支給対象期ごとの支給額 

６０万円 

〔５０万円〕 

１年 

〔１年〕 

３０万円 × ２期 

〔２５万円 × ２期〕 

注〔 〕内は中小企業以外に対する支給額および助成対象期間です。（中小企業の範囲については「各雇用関係助成金

に共通の要件等」のＣを参照） 

（２）ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った

賃金額を上限とします。 
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受給手続 

本助成金を受給しようとする事業主は、支給対象期ごとに、それぞれの支給対象期の末日の翌日から起算し

て２か月以内（以下「支給申請期間」という）に、支給申請書に必要な書類を添えて（※８）、管轄の労働局

（※９）へ支給申請してください（オンラインによる申請（※10）も可能です）。 

支給申請期間の末日が申請期限となりますので、この日を過ぎると、原則として当該申請期限に係る支給対

象期については支給を受けることができませんので注意してください。 

※８ 申請書等の用紙やこれに添付すべき書類については、労働局へお問い合わせください。 

※９ 申請書等の提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。 

※10 詳しくは「特定求職者雇用開発助成金の電子申請」ホームページ（下記URL）を参照してください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00037.html 

 

（参考）受給手続きの流れ 

 

 

利用にあたっての注意点 

１ 本助成金の支給申請から支給決定までの間および支給終了後において、総勘定元帳等の帳簿の提示を求め

ることがあります。 

２ そのほか本助成金の受給にあたっては、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＤ,Ｅ,Ｆ,Ｈにご留意くだ

さい。 

本助成金の要件や手続き等の詳細については、最寄りの労働局またはハローワークへお問い合わせくだ

さい。なお、助成金ごとに窓口が異なる場合がありますので、下記の問い合わせ先をご参照ください。 

（URL:https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/toiawase.html） 

 

 

  

事業主 金融機関

ハローワーク 都道府県労働局もしくはハローワーク

※ 事業所の所在地によって申請先が都道府県
労働局かハローワークかは異なります。

対
象
労
働
者

※ 適正な運用を期する ことので

きる有料・無料職業紹介事
業者等の紹介も対象となる。

①求職申し込み
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④
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）

⑤
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庫
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込
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Ⅳ 生活保護受給者等雇用開発コース 

地方公共団体またはハローワークにて就労支援を受けている生活保護受給者等を、ハローワークまたは民間

の職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者として雇い入れる事業主に対して助成するもので、

生活保護受給者等の雇用機会の増大および雇用の安定を目的としています。事業主には雇い入れた者に対する

配慮事項等について報告をいただきます。 

なお、雇入れから６か月後を目途にハローワーク職員等が職場を訪問し、職場定着に向けた相談などの支援

を行います。 

 

対象となる措置 

本給付金は、下記の「対象となる事業主」に該当する事業主が、次の１の労働者を２の条件により雇い入れ

るとともに、３の措置を実施した場合に受給することができます。 

１ 対象労働者 

本助成金における「対象労働者」は、次の（１）～（４）のすべてに該当する求職者です。 

（１）生活保護受給者または生活困窮者（※１）であって、次の①～③のいずれかに該当する者 

※１ 「生活保護受給者」とは、雇入れ日の時点で現に生活保護を受給中の者であって、生活保護の申請段階の者や

過去に生活保護を受給していた者は含みません。この助成金の対象となる「生活困窮者」とは、地方公共団体

が、生活困窮者自立支援法に基づく計画（自立支援計画）の作成を行った者であり、雇入れ日に、当該自立支援

計画に記載された支援の目標の達成時期が到来していない者に限ります。詳しくは、ハローワークにおたずねく

ださい。 

① 都道府県、市（特別区を含む）、福祉事務所を設置する町村（以下「地方公共団体」という）が労働

局・ハローワークと生活保護受給者等就労自立促進事業に係る協定を締結し、この協定に基づき、ハロ

ーワークに就労支援の要請がなされた者であること 

② 地方公共団体が実施する被保護者就労支援事業の対象者として支援を受けている者であること 

③ 地方公共団体が実施する生活困窮者に対する就労支援（自立相談支援事業における就労支援）を受

けている者であること 

（２）（１）①～③の支援を各３か月を超える期間あるいは（１）①、②または③の支援を通算して３か月を

超える期間受けており、雇入れ日現在において、就労支援の期間内（※２）であること 

※２ 地方公共団体とハローワークにおいて定める就労支援の期間または地方公共団体が定める就労支援の期間のこ

とです。詳しくは、ハローワークにおたずねください。 

（３）下記２（１）の紹介の時点で失業の状態にある者 

（４）雇入れ日現在において、満６５歳未満の者であること 

２ 雇入れの条件 

対象労働者を次の（１）と（２）の条件によって雇い入れること 

（１）ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等（※３）の紹介により雇い入れること 

※３ 具体的には次の機関が該当します。 

① 公共職業安定所（ハローワーク） 

② 地方運輸局（船員として雇い入れる場合） 

③ 適正な運用を期すことのできる有料･無料職業紹介事業者等 

特定地方公共団体、厚生労働大臣の許可を受けた有料･無料職業紹介事業者、届出を行った無料職業紹介事業

者、または無料船員職業紹介事業者（船員として雇い入れる場合）のうち、本助成金に係る取扱いを行うにあた
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って、厚生労働省職業安定局長の定める基準を満たす職業紹介事業者等 

（２）雇用保険一般被保険者として雇い入れ、継続して雇用することが雇入れ時点で確実（※４）であると

認められること 

※４ 正規雇用または無期雇用、もしくは有期雇用であっても対象労働者が望む限り更新することができ、対象労働

者の年齢が６５歳以上に達するまで継続して雇用し、かつ、当該雇用期間が継続して２年以上であることをいい

ます。 

３ 対象労働者の雇用状況の報告 

対象労働者の雇用の状況などその雇用管理に関する事項について、「対象労働者雇用状況等申立書」によ

り支給申請にあわせて管轄の労働局に報告すること 

 

注意  １ 次の（１）～（７）のいずれかに該当する場合は支給対象となりません。 

（１）対象労働者と当該対象労働者を雇い入れる事業主（以下「雇入れ事業主」という）との間

で、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介を受ける前から雇入れに向けた選

考を開始していた場合 

（２）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主との関係において、次

のいずれかに該当する場合 

① 雇入れ事業主と雇用、請負、委任の関係にあった場合、または、出向、派遣、請負、委任

の関係により当該雇入れ事業主において就労したことがある場合 

② 雇入れ事業主において、通算して３か月を超えて訓練・実習等を受講したことがある場合 

（３）対象労働者が、その雇入れ日の前日から過去３年間に、雇入れ事業主の事業所で職場適応訓

練（短期の職場適応訓練を除く）を受けたことがある場合 

（４）対象労働者の雇入れ日の前日から過去１年間に、対象労働者と雇用、請負、委任の関係にあ

った事業主、出向、派遣、請負、委任の関係により対象労働者を事業所において就労させたこ

とがある事業主、対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したことがある訓練・実習等を

行っていた事業主（以下このコースにおいて「関係事業主という」と同一の事業主が雇い入れ

る場合または資本的・経済的・組織的関連性等からみて関係事業主と密接な関係にある事業主

が当該対象労働者を雇い入れる場合 

（５）対象労働者が、雇入れ事業所の事業主または取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以

内の血族および姻族）である場合 

（６）対象労働者が、ハローワークまたは民間の職業紹介事業者等による紹介の時点における条件

とは異なる条件で雇い入れられた場合で、当該対象労働者に対し労働条件に関する不利益また

は違法行為があり、かつ、当該対象労働者から求人条件が異なることについての申し出があっ

た場合 

（７）支給対象期における対象労働者の労働に対する賃金が、支払期日までに支払われていない場

合 

２ 支給対象期（下記「支給額」の１を参照）の途中で対象労働者が離職した場合は、当該支給対象

期について原則不支給となります（※５）。 

※５ 対象労働者の責めに帰すべき理由による解雇、対象労働者の死亡、天災その他やむを得ない理由により事業   

の継続が不可能となったことによる解雇の場合等は、支給される可能性があります。 
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対象となる事業主 

本助成金を受給する事業主は、「各雇用関係助成金に共通の要件等」（本パンフレット７～１０ページ）のＡ

の要件に該当するとともに、Ｂの要件に該当していないことが必要です。 

そのうち特に次の点に留意してください。 

１ 上記「対象となる措置」の各要件を満たして雇い入れた対象労働者の出勤状況および支払い状況等を明

らかにする書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を整備・保管し、労働局等から提出を求められた場

合にそれに応じること 

 

注意  次のいずれかに該当する事業主は支給対象となりません。 

１ 対象労働者の雇入れの日の前日から起算して６か月前の日から１年間を経過する日までの間

（以下「基準期間」という）に、雇入れ事業主が、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険

被保険者（短期雇用特例被保険者および日雇労働被保険者を除く。以下同様）を事業主都合によ

って解雇（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

２ 対象労働者の雇入れの日よりも前に特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コ

ース）の支給決定がなされた者を、支給申請日の前日から過去３年間に、その助成対象期間中に

事業主都合によって解雇・雇止め等（勧奨退職等を含む）したことがある場合 

３ 基準期間に、当該雇入れに係る事業所で雇用する雇用保険被保険者で、特定受給資格者となる

離職理由（※６）により離職した者として受給資格決定が行われた者が、当該雇入れ日における

雇用保険被保険者数の６％を超えて、かつ４人以上いた場合 

※６ 雇用保険の離職票上の離職区分コードの１Ａ（解雇等）または３Ａ（勧奨退職のほか、事業縮小や賃金大幅

低下等による正当理由自己都合離職等）に該当する離職理由をいいます。 

４ 高年齢者雇用安定法第１０条第２項または同法第１０条の３第２項に基づく勧告を受け、支給申

請日までにその是正がなされていない場合 

５ 障害者総合支援法第４９条第１項もしくは第２項に基づく勧告、または、同法第５０条第１項

に基づく指定の取り消し、その指定の全部もしくは一部の効力の停止を受け、支給申請日までに

その是正がなされていない場合（※７） 

※７ 本不支給要件は、対象労働者が就労継続支援A型事業所のサービス利用者として雇い入れられた場合にのみ適

用されます。 

 

支給額 

１ 助成対象期間と支給対象期 

（１）本助成金は、対象労働者の雇入れに係る日（※８）から起算して１年間（以下「助成対象期間」とい

う）に示す期間を対象として助成が行われます。 

※８ 賃金締切日が定められている場合は「雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日」、賃金締切日に雇い入れられた場

合は「雇入れの日の翌日」、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は「雇入れの日」から起算します。「支給対

象期」についても同様です。 

（２）本助成金は、この助成対象期間を６か月単位で区分した「支給対象期」（第１期～第２期）ごとに、最

大２回にわたって支給されます。 

２ 支給額 

（１）本助成金は、対象労働者の類型と企業規模に応じて１人あたり下表の額が支給されます。 
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 支給額 助成対象期間 支給対象期ごとの支給額 

短時間労働者以外の者 
６０万円 

〔５０万円〕 

１年 

〔１年〕 

３０万円 × ２期 

〔２５万円 × ２期〕 

短時間労働者（※９） 
４０万円 

〔３０万円〕 

１年 

〔１年〕 

２０万円 × ２期 

〔１５万円 × ２期〕 

注〔 〕内は中小企業以外に対する支給額および助成対象期間です。（中小企業の範囲については「各雇用関係助成金

に共通の要件等」のＣを参照。） 

※９ 「短時間労働者」とは、一週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満である者をいいます。 

（２）ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った

賃金額を上限とします。 

（３）雇入れ事業主が、支給対象者について最低賃金法第７条の最低賃金の減額の特例の許可を受けている

場合は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った賃金に次の助成率を乗じた額

（表の支給対象期ごとの支給額を上限とする）とします。 

【助成率】中小企業１/３(中小企業以外１/４) 

（４）所定労働時間より著しく実労働時間が短い場合や短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最

低賃金×３０時間］を下回っている場合は、支給額が減額される場合や支給がされない場合があります（※

10）。また、対象労働者が支給対象期（第１期）の初日から１か月以内に離職した場合には本助成金は支給

されません。 

※10 短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最低賃金×３０時間］を下回る場合は、月ごとの平均実労働   

時間により支給額を算定して支給されます。 

 

受給手続 

本助成金を受給しようとする事業主は、支給対象期ごとに、それぞれの支給対象期の末日の翌日から起算し

て２か月以内（以下「支給申請期間」という）に、支給申請書に必要な書類を添えて（※11）、管轄の労働局

（※12）へ支給申請してください（オンラインによる申請（※13）も可能です）。 

支給申請期間の末日が申請期限となりますので、この日を過ぎると、原則として当該申請期限に係る支給対

象期については支給を受けることができませんので注意してください。 

※11 申請書等の用紙やこれに添付すべき書類については、労働局へお問い合わせください。 

※12 申請書等の提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。 

※13 詳しくは「特定求職者雇用開発助成金の電子申請」ホームページ（下記URL）を参照してください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index_00037.html 
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（参考）受給手続きの流れ 

 

 

 

利用にあたっての注意点 

１ 本助成金の支給申請から支給決定までの間および支給終了後において、総勘定元帳等の帳簿の提示を求め

ることがあります。 

２ そのほか本助成金の受給にあたっては、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＤ,Ｅ,Ｆにご留意くださ

い。 

３ 本助成金の要件や手続き等の詳細については、最寄りの労働局またはハローワークへお問い合わせくだ 

さい。なお、助成金ごとに窓口が異なる場合がありますので、下記の問い合わせ先をご参照ください。 

（URL:https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/toiawase.html） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業主 金融機関

ハローワーク 都道府県労働局もしくはハローワーク

※ 事業所の所在地によって申請先が都道府県
労働局かハローワークかは異なります 。
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Ⅴ 成長分野等人材確保・育成コース 

高年齢者や障害者などの就職が特に困難な者（以下「就職困難者」という）について、デジタル等の成

長分野への労働移動支援を行うほか、賃上げを伴う労働移動等の実現のため、一定の技能を必要とする未

経験分野への労働移動を希望する就職困難者を雇い入れる事業主に助成を行うことを目的としています。

具体的には、次の２つの助成メニューがあり、いずれもⅠ～Ⅳのコースの１．５倍の支給額となります。 

Ａ 就職困難者を成長分野（デジタル、グリーン）の業務に従事する労働者として雇い入れる事業主に対

して、助成を行うもの 

Ｂ 就労経験のない職業に就くことを希望する就職困難者を雇い入れ、人材育成を行ったうえで賃金引き

上げを行う事業主に対して、助成を行うもの 

 

対象となる措置 

＜助成メニューＡとＢの共通の「対象となる措置」＞ 

本助成金は、特定求職者雇用開発助成金のⅠ～Ⅳ（以下まとめて「特開金基本４コース」という）のいずれ

かのコースの「対象となる事業主」に該当する事業主が、当該コースの対象労働者を当該コースで定められた

雇入れの条件により雇い入れる場合に受給することができます。 

＜助成メニューＡの「対象となる措置」＞ 

１ 対象労働者を、次の（１）または（２）のいずれかの業務（以下「成長分野等の業務」という）に従事

させること 

（１）デジタル化関係業務（情報処理・通信技術者等に限る） 

（２）グリーン、カーボンニュートラル化関係業務（研究・技術の職業に限る） 

２ 対象労働者が、就労の経験のない職業に就くことを希望する者であること 

３ 対象労働者について、雇用管理改善または職業能力開発に係る取組を実施すること 

４ １および２に係る報告書を提出すること 

＜助成メニューＢの「対象となる措置」＞ 

１ 対象労働者を、一定の職業能力を必要とする業務に従事させること。具体的には、次の（１）または

（２）のいずれかの人材開発支援助成金を活用した訓練（労働者が自発的に実施する訓練を除く）と関連

した業務であること 

（１）１コースの実訓練時間数等が５０時間以上の訓練。なお、eラーニングによる訓練および通信制による

訓練の場合には、標準学習時間が５０時間以上または標準学習期間が３月以上の場合が対象となりま

す。 

（２）（１）以外の訓練であって、次の①から⑤のいずれかに該当する訓練 

① 人材育成支援コース（有期実習型訓練） 

② 人への投資促進コース（高度デジタル人材等訓練） 

③ 事業展開等リスキリング支援コース 

④ 特定訓練コース（労働生産性向上訓練または熟練技能育成・承継訓練） 

⑤ 特別育成訓練コース（中長期的キャリア形成訓練または有期実習型訓練） 

２ 対象労働者が、就労の経験のない職業に就くことを希望する者であること 

３ 毎月決まって支払われる賃金について、雇入れ日から起算して３年以内に、当該雇入れの日の当該賃金

の額（試用期間がある場合には、試用期間終了後の翌日の当該賃金の額）と比べて５パーセント以上の引
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上げが行われる者として雇い入れること 

・ 職務内容などが同一の労働者と比べ、合理的な理由がなく、採用時の賃金を下げている場合など

は、助成金が支給されません。 

・ 賃金引上げが、主に最低賃金の改定などを契機に行われるものである場合は、要件を満たしませ

ん。 

 

注意  １ 対象労働者種別が同一の特開金基本４コースの「 注意 」のいずれかに該当する場合は支給 

対象となりません。 

２ 支給対象期（下記「支給額」の１を参照）の途中で対象労働者が離職した場合は、当該支給対

象期について原則不支給となります（※１）。また、対象労働者種別が特定求職者雇用開発助成金

（特定就職困難者コース）と同一の者の場合、当該支給対象期に係る支給決定までの間に、当該

対象労働者を事業主都合により離職（解雇、勧奨退職、事業縮小や賃金大幅低下、事業所移転等

による正当理由自己都合離職等）させた場合も、当該支給対象期については不支給となります。 

※１ 対象労働者の責めに帰すべき理由による解雇、対象労働者の死亡、天災その他やむを得ない理由による解雇

の場合は、支給される可能性があります。 

 

対象となる事業主 

本助成金を受給する事業主は、「各雇用関係助成金に共通の要件等」（本パンフレット７～１０ページ）のＡ

の要件に該当するとともに、Ｂの要件に該当していないことが必要です。 

そのうち特に次の点に留意してください。 

１ 上記「対象となる措置」の各要件を満たして雇い入れた対象労働者の出勤状況および支払い状況等を明

らかにする書類（労働者名簿、賃金台帳、出勤簿等）を整備・保管し、労働局等から提出を求められた場

合にそれに応じること 

 

注意  対象労働者種別が同一の特開金基本４コースの「 注意 」のいずれかに該当する事業主は支給対象

となりません。 

 

支給額 

１ 助成対象期間と支給対象期 

（１）本助成金は、対象労働者の雇入れに係る日（※２）から起算した下表の「助成対象期間」に示す期間

を対象として助成が行われます。 

※２ 賃金締切日が定められている場合は「雇入れの日の直後の賃金締切日の翌日」、賃金締切日に雇い入れられた場

合は「雇入れの日の翌日」、賃金締切日の翌日に雇い入れられた場合は「雇入れの日」から起算します。「支給対

象期」についても同様です。 

（２）本助成金は、この助成対象期間を６か月単位で区分した「支給対象期」（第１期～第６期）ごとに、最

大２～６回にわたって支給されます。 

２ 支給額 

（１）本助成金は、対象労働者の類型と企業規模に応じて１人あたり下表の額が支給されます。 
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注〔 〕内は中小企業以外に対する支給額および助成対象期間です。（中小企業の範囲については「各雇用関係助成金に共通の要

件等」のＣを参照） 

※３ 「短時間労働者」とは、一週間の所定労働時間が、２０時間以上３０時間未満である者をいいます。 

（２）ただし、支給対象期ごとの支給額は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った

賃金額を上限とします（※４）。 

※４ 短時間労働者であって、実際に支払った賃金が助成額（中小企業向け）を下回っている場合（最低賃金の減額

特例を受けている者を除く）、助成金は支給されません。 

（３）雇入れ事業主が、支給対象者について最低賃金法第７条の最低賃金の減額の特例の許可を受けている

場合は、支給対象期において対象労働者が行った労働に対して支払った賃金に次の助成率を乗じた額

（表の支給対象期ごとの支給額を上限とする）となります。 

【助成率】 ① 対象労働者の④以外の者の場合    １／２(中小企業以外３／８) 

② 対象労働者の④に該当する者の場合  ３／４(中小企業以外１／２) 

（４）所定労働時間より著しく実労働時間が短い場合や短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最

低賃金×３０時間］を下回っている場合は、支給額が減額される場合や支給がされない場合があります（※

５）。また、対象労働者が支給対象期（第１期）の初日から１か月以内に離職した場合には本助成金は支給

されません。 

※５ 短時間労働者以外の者の実際の週あたりの賃金が［最低賃金×３０時間］を下回る場合は、月ごとの平均実労

働時間により支給額を算定して支給されます。 

（５）特定求職者雇用開発助成金と、人材開発支援助成金の「賃金助成額」は、同一の労働者に対するもの

は、いずれか一方の額のみ支給されます。特定求職者雇用開発助成金の受給を希望する場合は、人材開

発支援助成金の支給申請時にあらかじめ「特開金（成長コース）(対象者：●●）」と記載する必要があ

ります。 

参考：https://www.mhlw.go.jp/content/001018962.pdf 

 

受給手続 

本助成金を受給しようとする事業主は、次の受給手続をしてください。 

支給対象期ごとに、それぞれの支給対象期の末日の翌日から起算して２か月以内（以下「支給申請期間」とい

う）に、支給申請書に必要な書類を添えて（※６）、管轄の労働局（※７）へ支給申請してください。（※８） 

支給申請期間の末日が申請期限となりますので、この日を過ぎると、原則として当該申請期限に係る支給対象
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期については支給を受けることができませんので注意してください。 

※６ 申請書等の用紙やこれに添付すべき書類については、労働局へお問い合わせください。なお、助成メニューＢ

については、第１期支給申請書提出時に「賃金引上げ計画書」を提出することが必要です。 

※７ 申請書等の提出は、ハローワークを経由して行うことができる場合があります。 

※８ 助成メニューＢについては、「人材開発支援助成金の支給決定通知書または支給申請書」と「賃金引上げ報告

書」を提出した後に、高額助成されます。この書類の提出時期によっては、助成金を２回に分けて支給すること

があります。 

【例】母子家庭の母を採用した場合、合計９０万円の助成がされますが、通常コース（特定就職困難者コース）の

６０万円をまず支給し、高額助成分の３０万円を後日支給することがあります。 

 

（参考）受給手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用にあたっての注意点 

１ 本助成金の支給申請から支給決定までの間および支給終了後において、総勘定元帳等の帳簿の提示を求

めることがあります。 

２ そのほか本助成金の受給にあたっては、「各雇用関係助成金に共通の要件等」のＤ,Ｅ,Ｆ,Ｈにご留意く

ださい。 

３ 本助成金の要件や手続き等の詳細については、最寄りの労働局またはハローワークへお問い合わせくだ

さい。なお、助成金ごとに窓口が異なる場合がありますので、下記の問い合わせ先をご参照ください。 

（URL:https://www.mhlw.go.jp/general/seido/josei/kyufukin/toiawase.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【例：労働者を雇い入れた日が4月1日の場合】 

雇
入
れ
日 

支給対象期（第１期） 

支給申請期間（第１期） 

10 月 16 日～12 月 15 日 

支給申請期間（第２期） 

4 月 16 日～6 月 15 日 

賃
金
締
切
日 

10/15 4/1 

4/15 

10/16 12/15 

4/15 

6/15 ２か月 ２か月 

６か月 ６か月 

起
算
日 

4/16 

支給対象期（第２期） 
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（参考）特定求職者雇用開発助成金における離職割合要件について 

過去に特定求職者雇用開発助成金（特定就職困難者コース・生活保護受給者等雇用開発コース）を受給し

た事業所で、本助成金の対象となった労働者の離職割合が高い場合（以下の要件①または②のいずれかに該

当する場合）、新たな対象労働者の雇入れについて、この助成金を受けることはできません。 

 

＜要件①＞ 雇入れ１年後の離職割合が２５％を超えていること 

過去に本助成金の支給決定の対象となった労働者（就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇

い入れられた者に限る）について、基準期間（※１）内に雇入れ日から起算して１年を経過する日（＝確

認日Ａ）がある人が５人以上いる場合で、その確認日Ａ時点での離職割合（※２）が２５％を超えている

こと 

※１ 新たな対象労働者の雇入れ日の前後６か月間 
※２ 離職割合（％）＝（確認日Ａが基準期間内にある人のうち確認日Ａ時点で離職している人）÷（確認日Ａが基準

期間内にある人） 

◆算出方法具体例（対象労働者を平成 27 年 10 月１日に雇い入れた場合） 

 

 

＜離職割合の算出方法＞ 

① 確認日Ａが基準期間内（H27.4.1 から H28.3.31）にある人（分母）     ：６名（労働者２～労働者７） 

② 確認日Ａが基準期間内にある人のうち確認日Ａ時点で離職している人（分子） ：２名（労働者３、労働者５） 

※労働者１と労働者８は確認日Ａが基準期間内にないため算定対象外 

⇒ 離職割合（％）：②２名 ÷ ①６名 ＝ 33.3％   

 

※  要件①は、特定就職困難者コースおよび生活保護受給者等雇用開発コースにおいて適用されます。 

※ 本要件は対象労働者が就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇い入れられた場合のみ適用

されます。  
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＜要件②＞ 助成対象期間終了１年後の離職割合が２５％を超えていること 

過去にこの助成金の支給決定の対象となった労働者（就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として

雇い入れられた場合に限る）について、基準期間（※１）内に助成対象期間（※２）の末日の翌日から起

算して１年を経過する日（＝確認日Ｂ）（※３）がある人が５人以上いる場合で、その確認日Ｂ時点での離

職割合（※４）が２５％を超えている場合 

※１ 新たな対象労働者の雇入れ日の前後６か月間 
※２ 助成対象期間の途中で離職した場合も、雇入れ時に定められた助成対象期間とする。 

※３ 助成対象期間が３年の者の場合は、確認日Ｂを「助成対象期間の末日の翌日」とする。 

※４ 離職割合（％）＝（確認日Ｂが基準期間内にある人のうち確認日Ｂ時点で離職している人）÷（確認日Ｂが基準

期間内にある人） 

◆算出方法具体例（対象労働者を平成 27 年 10 月１日に雇い入れた場合） 

 

 

＜離職割合の算出方法＞ 

① 確認日Ｂが基準期間内（H27.4.1 から H28.3.31）にある人（分母）     ：５名（労働者 10～労働者 14） 

② 確認日Ｂが基準期間内にある人のうち確認日Ｂ時点で離職している人（分子） ：２名（労働者 11、労働者 13） 

※労働者９と労働者 15 は確認日 B が基準期間内にないため算定対象外 

⇒ 離職割合（％）：②２名 ÷ ①５名 ＝ 40.0％   

 

※ 要件②は、特定就職困難者コースおよび生活保護受給者等雇用開発コースにおいて適用されます。 

※ 本要件は対象労働者が就労継続支援Ａ型事業所のサービス利用者として雇い入れられた場合のみ適用

されます。 

 

 


